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○和歌山市景観条例施行規則 

平成２３年１１月２２日 

規則第７４号 

改正 平成２４年３月２３日規則第１０号 

平成２５年３月１９日規則第９号 

平成３０年３月２３日規則第１６号 

平成３０年６月１５日規則第６７号 

令和２年５月２７日規則第７３号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）及び和歌山市

景観条例（平成２３年条例第２５号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この規則における「工作物」には、屋外広告物を掲出する物件を含まないものとする。 

２ この規則で使用する用語は、特別の定めがある場合を除くほか、法及び条例で使用する用語

の例による。 

（行為の届出等） 

第３条 景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号。以下「省令」という。）第１条

第１項に規定する届出書は、景観計画区域内における行為の届出書（別記様式第１号）とする。 

２ 法第１６条第２項の規定による届出は、景観計画区域内における行為の変更届出書（別記様

式第２号）により行うものとする。この場合においては、省令第１条第２項第１号から第３号

までに掲げる図書（その記載すべき内容が法第１６条第１項の規定による届出に添付された図

書と同一のもの及び市長が添付する必要がないと認めるものを除く。）を添付しなければなら

ない。 

３ 条例第８条第２項の規定による届出は、景観計画区域内における行為の届出書に次に掲げる

図書を添付して行うものとする。 

（１） 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の状況を表示する図

面で縮尺２，５００分の１以上のもの 

（２） 当該行為を行う土地の区域及び当該区域の周辺の状況を示す写真 

（３） 設計図又は施行方法を明らかにする図面で縮尺１００分の１以上のもの 

４ 条例第８条第２項に規定する規則で定める事項は、行為をしようとする者の氏名及び住所（法

人その他の団体にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地）並びに行為の完了予定日と

する。 

５ 条例第８条第３項に規定する規則で定める事項は、設計又は施行方法のうち、その変更によ
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り同条第２項の届出に係る行為が法第１６条第７項第１号から第１０号まで及び条例第９条各

号に掲げる行為に該当することとなるもの以外のものとする。 

６ 第２項の規定は、条例第８条第３項の規定による届出に準用する。この場合において、第２

項中「省令第１条第２項第１号から第３号まで」とあるのは「第３項各号」と、「法第１６条

第１項」とあるのは「条例第８条第２項」と読み替えるものとする。 

７ 法第１６条第１項又は第２項の規定による届出を行う者は、当該届出を行う前に、あらかじ

め、その内容について市長に協議を申し出ることができる。 

８ 市長は、前項の規定による協議の申出があったときは、当該協議に応じなければならない。 

（行為の届出に係る氏名等の変更の届出等） 

第４条 法第１６条第１項又は第２項の規定による届出をした者は、氏名又は住所等（法人その

他の団体にあっては、その名称又は主たる事務所の所在地等）に変更があったときは、氏名等

変更届出書（別記様式第３号）により、速やかに市長に届け出なければならない。 

２ 法第１６条第１項又は第２項の規定による届出をした者は、当該届出に係る行為を中止した

ときは、景観計画区域内における行為の中止届出書（別記様式第４号）により、速やかに市長

に届け出なければならない。 

（行為の通知） 

第５条 法第１６条第５項の規定による通知は、景観計画区域内における行為の通知書（別記様

式第５号）により行うものとする。この場合においては、省令第１条第２項第１号から第３号

までに掲げる図書（市長が添付する必要がないと認めるものを除く。）を添付しなければなら

ない。 

（届出を要しない行為） 

第６条 景観計画区域のうち景観重点地区以外の区域における条例第９条第１号の規則で定める

行為は、次に掲げる行為とする。 

（１） 法第１６条第１項第１号に掲げる行為で、当該行為に係る建築物が次のいずれにも該

当しないもの又は建築物の設置期間が９０日を超えないもの 

ア 高さが１３メートルを超えること。 

イ 建築面積が１，０００平方メートルを超えること。 

（２） アスファルトプラント、コンクリートプラント、クラッシャープラントその他これに

類する工作物、自動車車庫その他これに類する用途に供する工作物又は汚物の処理、ごみの

焼却その他これらに類する用途に供する工作物（以下この条において「特定工作物」という。）

に係る法第１６条第１項第２号に掲げる行為で、当該行為に係る工作物が次のいずれにも該

当しないもの 

ア 高さが１３メートルを超えること。 

イ 築造面積が１，０００平方メートルを超えること。 
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（３） 特定工作物以外の工作物に係る法第１６条第１項第２号に掲げる行為で、当該行為に

係る工作物の高さが１３メートル（電柱（電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条

第１項第１０号に規定する電気事業者及び同項第１２号に規定する卸供給事業者が電気事業

の用に供するものに限る。）次項及び第３項において同じ。）にあっては、１５メートル）

を超えないもの 

（４） 法第１６条第１項第１号又は同項第２号に掲げる行為（次項及び第３項において「届

出対象行為」という。）（前３号に掲げる行為を除く。）で、次のいずれかに該当するもの 

ア 増築、改築又は移転に係る床面積又は築造面積の合計が１０平方メートルを超えないも

の 

イ 修繕若しくは模様替又は色彩の変更に係る面積が１０平方メートルを超えないもの 

（５） 法第１６条第１項第３号に掲げる行為で、当該行為に係る開発区域の面積が１，００

０平方メートルを超えないもの又は当該行為に係る開発区域の面積が当該規模を超えるもの

にあっては当該行為が土地の形質の変更を伴わないもの 

（６） 条例第８条第１項第１号に掲げる行為で、当該行為に係る面積が１，０００平方メー

トルを超えないもの 

（７） 条例第８条第１項第２号に掲げる行為で、当該行為に係る面積が１０，０００平方メ

ートルを超えないもの 

（８） 条例第８条第１項第３号に掲げる行為で、当該行為が次のいずれかに該当するもの 

ア 堆積の面積が３，０００平方メートルを超えないこと。 

イ 外部から見通すことができない場所で行われること。 

ウ ９０日を超えて継続しないこと。 

（９） 条例第８条第１項第４号に掲げる行為で、第１号に該当する行為に伴い設置するもの 

（１０） 前各号に掲げるもののほか、良好な景観の形成に支障を及ぼすおそれがないと市長

が認める行為 

２ 条例第６条第２項の規定により景観計画において景観重点地区として定めた和歌山城周辺景

観重点地区における条例第９条第１号の規則で定める行為は、次に掲げる行為とする。 

（１） 法第１６条第１項第１号に掲げる行為で、当該行為に係る建築物の設置期間が９０日

を超えないもの 

（２） 特定工作物に係る法第１６条第１項第２号に掲げる行為で、当該行為に係る工作物の

高さが１．５メートルを超えないもの 

（３） 特定工作物以外の工作物に係る法第１６条第１項第２号に掲げる行為で、当該行為に

係る工作物の高さが１．５メートル（電柱にあっては、１５メートル）を超えないもの 

（４） 届出対象行為（前３号に掲げる行為を除く。）のうち、当該行為に係る建築物又は工

作物が次のいずれかに該当するもの 
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ア 増築、改築又は移転に係る床面積又は築造面積の合計が１０平方メートルを超えないも

の 

イ 修繕若しくは模様替又は色彩の変更に係る面積が１０平方メートルを超えないもの 

（５） 法第１６条第１項第３号に掲げる行為で、当該行為が土地の形質の変更を伴わないも

の 

（６） 条例第８条第１項第１号に掲げる行為のうち、面積が１０平方メートル以下の土地の

形質の変更で、高さが１．５メートルを超えるのりを生ずる切土又は盛土を伴わないもの 

（７） 条例第８条第１項第２号に掲げる行為で、当該行為に係る面積が３００平方メートル

を超えないもの 

（８） 条例第８条第１項第３号に掲げる行為で、当該行為が外部から見通すことができない

場所で行われ、又は９０日を超えて継続しないもの 

（９） 条例第８条第１項第４号に掲げる行為で、設置期間が９０日を超えないもの 

（１０） 前各号に掲げるもののほか、良好な景観の形成に支障を及ぼすおそれがないと市長

が認める行為 

３ 条例第６条第２項の規定により景観計画において景観重点地区として定めた和歌の浦景観重

点地区における条例第９条第１号の規則で定める行為は、次に掲げる行為とする。 

（１） 法第１６条第１項第１号に掲げる行為で、当該行為に係る建築物が次のいずれにも該

当しないもの又は建築物の設置期間が９０日を超えないもの 

ア 高さが１０メートルを超えること。 

イ 建築面積が１００平方メートルを超えること。 

（２） 特定工作物に係る法第１６条第１項第２号に掲げる行為で、当該行為に係る工作物が

次のいずれにも該当しないもの 

ア 高さが１０メートルを超えること。 

イ 築造面積が１００平方メートルを超えること。 

（３） 特定工作物以外の工作物に係る法第１６条第１項第２号に掲げる行為で、次に掲げる

もの 

ア モニュメントその他これに類するものにあっては、当該行為に係る工作物の高さが１．

５メートルを超えないもの 

イ モニュメントその他これに類するもの以外のものにあっては、当該行為に係る工作物の

高さが１０メートル（電柱にあっては、１５メートル）を超えないもの又は築造面積が１

００平方メートルを超えないもの 

（４） 届出対象行為（前３号に掲げる行為を除く。）のうち、当該行為に係る建築物又は工

作物が次のいずれかに該当するもの 

ア 増築、改築又は移転に係る床面積又は築造面積の合計が１０平方メートルを超えないも



5/42 

の 

イ 修繕若しくは模様替又は色彩の変更に係る面積が１０平方メートルを超えないもの 

（５） 法第１６条第１項第３号に掲げる行為で、当該行為に係る開発区域の面積が１，００

０平方メートルを超えないもの又は当該行為に係る開発区域の面積が当該規模を超えるもの

にあっては当該行為が土地の形質の変更を伴わないもの 

（６） 条例第８条第１項第１号に掲げる行為で、当該行為に係る面積が１，０００平方メー

トルを超えないもの 

（７） 条例第８条第１項第２号に掲げる行為で、当該行為に係る面積が１，０００平方メー

トルを超えないもの 

（８） 条例第８条第１項第３号に掲げる行為で、当該行為が次のいずれかに該当するもの 

ア 堆積の面積が３，０００平方メートルを超えないこと。 

イ 外部から見通すことができない場所で行われること。 

ウ ９０日を超えて継続しないこと。 

（９） 条例第８条第１項第４号に掲げる行為で、第１号に該当する行為に伴い設置するもの 

（１０） 前各号に掲げるもののほか、良好な景観の形成に支障を及ぼすおそれがないと市長

が認める行為 

４ 条例第９条第２号の規則で定める行為は、次に掲げる行為とする。 

（１） 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第４３条の２第１項又は第１２７条第１

項の規定による届出を要する行為 

（２） 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第５条第１項又は第６条第１項若しくは第３

項の許可を要する行為（同法第９条の規定により当該許可があったものとみなされる行為を

含む。） 

（３） 自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第１０条第３項の認可を要する行為又は同

法第２０条第３項の許可を要する行為 

（４） 和歌山県文化財保護条例（昭和３１年和歌山県条例第４０号）第１２条第１項の許可

を要する行為 

（５） 和歌山市文化財保護条例（昭和４１年条例第１６号）第６条の許可を要する行為 

（６） 和歌山市屋外広告物条例（平成８年条例第５７号）第３条第１項の許可を要する行為 

（７） 和歌山市環境と大規模な太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例（平成３０年

条例第７号）第１１条第１項の許可を要する行為 

（公共的団体） 

第７条 条例第９条第３号の規則で定める公共的団体は、法第９２条第１項の規定により市長が

指定した景観整備機構とする。 

２ 法第９２条第１項の申請は、景観整備機構指定申請書（別記様式第６号）に、次に掲げる書
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類を添えて行わなければならない。 

（１） 定款 

（２） 登記事項証明書 

（３） 法人の組織及び沿革を記載した書類 

（４） 法第９３条に規定する業務に関する計画書 

（５） その他市長が必要と認める書類 

３ 法第９２条第３項の規定による届出は、景観整備機構名称等変更届出書（別記様式第７号）

により行わなければならない。 

（行為の着手の制限期間の短縮） 

第８条 市長は、法第１８条第２項の規定により同条第１項本文の期間を短縮することとしたと

きは、行為の着手制限の期間の短縮に係る通知書（別記様式第８号）により、法第１６条第１

項又は第２項の規定による届出をした者に対し通知するものとする。 

（勧告及び公表の方法） 

第９条 法第１６条第３項の規定による勧告は、景観計画区域内の行為に対する勧告書（別記様

式第９号）により行うものとする。 

２ 条例第１１条第２項の規定による公表は、和歌山市公報への登載その他市長が適当と認める

方法により、次に掲げる事項について行うものとする。 

（１） 法第１６条第３項の規定による勧告を受けた者の住所及び氏名（法人にあっては、そ

の主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名） 

（２） 勧告の内容 

（３） その他市長が必要と認める事項 

（変更命令等） 

第１０条 法第１７条第１項又は第５項の規定による命令は、景観計画区域内の行為に対する変

更等命令書（別記様式第１０号）により行うものとする。 

（行為の完了の届出） 

第１１条 条例第１３条の規定による届出は、景観計画区域内における行為の完了届出書（別記

様式第１１号）に、当該届出に係る行為が完了した後の状況を示す写真（色彩を識別でき、か

つ、日付が確認できるものに限る。）を添えて市長に提出することにより行うものとする。 

（景観重要建造物又は景観重要樹木の指定の提案） 

第１２条 法第２０条第１項若しくは第２項又は法第２９条第１項若しくは第２項の規定による

景観重要建造物又は景観重要樹木の指定の提案は、景観重要建造物又は景観重要樹木指定提案

書（別記様式第１２号）を市長に提出することにより行うものとする。 

（景観重要建造物の指定の告示） 

第１３条 市長は、法第１９条第１項の規定により景観重要建造物の指定をしたときは、その旨
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及び次に掲げる事項を告示するものとする。 

（１） 指定番号及び指定の年月日 

（２） 景観重要建造物の名称 

（３） 景観重要建造物の所在地 

（４） 法第１９条第１項に規定する土地その他の物件の範囲 

（５） 指定の理由となった外観の特徴 

２ 法第２１条第１項の規定による通知は、景観重要建造物指定通知書（別記様式第１３号）に

より行うものとする。 

（景観重要建造物の指定の解除の告示） 

第１４条 市長は、法第２７条第１項又は第２項の規定により景観重要建造物の指定を解除した

ときは、その旨及び前条第１項各号（第５号を除く。）に掲げる事項並びに指定の解除の理由

及び解除の年月日を告示するものとする。 

２ 法第２７条第３項の規定により準用する法第２１条第１項の規定による通知は、景観重要建

造物指定解除通知書（別記様式第１４号）により行うものとする。 

（景観重要樹木の指定の告示） 

第１５条 市長は、法第２８条第１項の規定により景観重要樹木の指定をしたときは、その旨及

び次に掲げる事項を告示するものとする。 

（１） 指定番号及び指定の年月日 

（２） 景観重要樹木の樹種 

（３） 景観重要樹木の所在地 

（４） 指定の理由となった樹容の特徴 

２ 法第３０条第１項の規定による通知は、景観重要樹木指定通知書（別記様式第１５号）によ

り行うものとする。 

（景観重要樹木の指定の解除の告示） 

第１６条 市長は、法第３５条第１項又は第２項の規定により景観重要樹木の指定を解除したと

きは、その旨及び前条第１項各号（第４号を除く。）に掲げる事項並びに指定の解除の理由及

び解除の年月日を告示するものとする。 

２ 法第３５条第３項の規定により準用する法第３０条第１項の規定による通知は、景観重要樹

木指定解除通知書（別記様式第１６号）により行うものとする。 

（景観重要建造物又は景観重要樹木の標識の設置） 

第１７条 法第２１条第２項又は第３０条第２項に規定する標識は、所有者と協議の上、公衆の

見やすい場所に設置するものとする。 

２ 前項に規定する標識は、次に掲げる事項を記載するものとする。 

（１） 景観重要建造物又は景観重要樹木である旨 



8/42 

（２） 景観重要建造物の名称又は景観重要樹木の樹種 

（３） 指定番号及び指定の年月日 

３ 第１項の標識は、景観重要建造物にあっては別記様式第１７号、景観重要樹木にあっては別

記様式第１８号によるものとする。 

（景観重要建造物又は景観重要樹木の現状変更許可の申請） 

第１８条 法第２２条第１項又は第３１条第１項の許可を受けようとする者は、景観重要建造物

又は景観重要樹木現状変更許可申請書（別記様式第１９号）を市長に提出しなければならない。

申請した内容を変更するときも、同様とする。 

（身分証明書） 

第１９条 法第１７条第８項及び第２３条第３項（法第３２条第１項において準用する場合を含

む。）に規定する身分を示す証明書は、別記様式第２０号によるものとする。 

（所有者の変更） 

第２０条 法第４３条の規定による景観重要建造物又は景観重要樹木の所有者の変更の届出は、

景観重要建造物又は景観重要樹木所有者変更届出書（別記様式第２１号）に、所有者の変更に

係る土地及び建物（景観重要樹木にあっては、土地）の登記事項証明書を添えて行うものとす

る。 

（団体規約の内容） 

第２１条 条例第１５条第１項第６号に規定する規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

（１） 団体の目的 

（２） 団体の名称 

（３） 団体の活動の内容 

（４） 団体の事務所の所在地 

（５） 団体の役員の定数、任期、職務の分担及び選任に関する事項 

（６） 団体の構成員に関する事項 

（７） 団体の会計に関する事項 

（推進団体の認定の申請） 

第２２条 条例第１５条第２項の申請は、景観まちづくり推進団体認定申請書（別記様式第２２

号）に、次に掲げる書類を添えて行わなければならない。 

（１） 良好な景観の形成を目的とする自主的な活動の区域を示す地図 

（２） 団体の活動の内容及びその活動が継続的に実施されていることを示す書類 

（３） 団体の活動について、土地所有者等（土地の所有者及び借地権を有する者をいう。以

下同じ。）及び住民の理解を得ていることを示す書類 

（４） 団体の構成員の過半数が当該区域内に土地の所有権、借地権又は住所を有することを

示す書類 
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（５） 団体規約（法人の場合にあっては、定款等の写し） 

（６） 登記事項証明書（法人の場合に限る。） 

（推進団体の認定） 

第２３条 市長は、条例第１５条第１項の規定による認定をしたときは、景観まちづくり推進団

体認定書（別記様式第２３号）により、同条第２項の申請をした者に通知するものとする。 

（推進団体の認定に係る変更の届出） 

第２４条 推進団体は、条例第１５条第２項の申請に係る事項を変更したときは、速やかに景観

まちづくり推進団体変更届出書（別記様式第２４号）に第２２条各号に掲げる書類であって、

当該変更の内容を明らかにするものを添えて市長に届け出なければならない。 

（推進団体の認定の取消し） 

第２５条 市長は、条例第１７条第１項の規定により認定の取消しをしたときは、景観まちづく

り推進団体認定取消書（別記様式第２５号）により、推進団体に通知するものとする。 

（推進地区の指定の申請） 

第２６条 条例第１８条第２項の申請は、景観まちづくり推進地区指定申請書（別記様式第２６

号）に、次に掲げる書類を添えて行わなければならない。 

（１） 推進地区の指定を受けようとする区域を示す地図 

（２） 前号の区域において良好な景観の形成を積極的に推進していることを示す書類 

（３） 推進地区内に自らの土地又は住所が含まれることについて、土地所有者等及び住民の

理解を得ていることを示す書類 

（４） 第２２条各号に掲げる書類（推進団体以外の者に限る。） 

（推進地区の指定） 

第２７条 市長は、条例第１８条第１項の規定による指定をしたときは、景観まちづくり推進地

区指定書（別記様式第２７号）により、同条第２項の申請をした者に通知するものとする。 

（推進地区の指定に係る変更の届出） 

第２８条 推進地区の指定の通知を受けた団体は、条例第１８条第２項の申請に係る事項を変更

したときは、速やかに景観まちづくり推進地区変更届出書（別記様式第２８号）に第２６条各

号に掲げる書類であって、当該変更の内容を明らかにするものを添えて市長に届け出なければ

ならない。 

（推進地区の指定の取消し） 

第２９条 市長は、条例第２０条第１項の規定により指定の取消しをしたときは、景観まちづく

り推進地区指定取消書（別記様式第２９号）により、推進地区の指定の通知を受けた団体に通

知するものとする。 

（雑則） 

第３０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則 

この規則は、平成２３年１２月１２日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２３日） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年３月１９日） 

この規則は、平成２５年７月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２３日） 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年６月１５日） 

この規則は、平成３０年６月２２日から施行する。 

  附 則（令和２年５月２７日） 

この規則は、令和２年７月１日から施行する。 
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